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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第17期 

第１四半期連結 
累計期間 

第18期 
第１四半期連結 

累計期間 
第17期 

会計期間 
自平成27年４月１日 
至平成27年６月30日 

自平成28年４月１日 
至平成28年６月30日 

自平成27年４月１日 
至平成28年３月31日 

売上高 （千円） 1,667,462 1,098,863 6,801,729 

経常利益又は経常損失（△） （千円） 22,508 △253,279 143,769 

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）又は親会社株主に帰属す

る当期純利益 

（千円） △12,077 △236,691 74,733 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △14,147 △237,305 78,469 

純資産額 （千円） 1,936,550 1,784,379 2,042,321 

総資産額 （千円） 2,959,796 2,628,714 3,176,393 

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額 

（円） △1.76 △34.39 10.89 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － 10.76 

自己資本比率 （％） 65.0 67.1 63.7 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、海外経済の不確実性の高まりを背景とした円高、株安のな

か、先行きが不透明な状況にあります。 

 このような状況の下、当社グループにおきましては、2016年２月に資本業務提携を締結したコニカミノルタジャ

パン株式会社と営業面、サービス面における協業を進める他、オムニチャネル関連のノウハウを生かしたサービス

を提供すべく株式会社NTTデータと流通業界を中心としたオムニチャネル分野で提携するなど、受注体制及びサー

ビスの強化に努めてまいりました。 

 業績面に関しましては、昨年度に発生した納期遅延プロジェクトの収束に向けて人員を集中的に配置している影

響の他、昨年度の売上高の多くを占めたオムニチャネル関連プロジェクトが縮小したこと等により、売上高は

1,098百万円（前年同期比34.1％減）、営業損失253百万円（前年同期は営業利益22百万円）、経常損失253百万円

（前年同期は経常利益22百万円）となりました。親会社株主に帰属する四半期純損失は、当社における法人税等調

整額△16百万円の計上等から236百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失12百万円）となりまし

た。 

 なお、当社グループの事業は、従来より売上高が第２四半期連結会計期間、第４四半期連結会計期間に集中し、

特に多くの顧客企業の事業年度末となる第４四半期連結会計期間に偏重する傾向がありますが、経済環境その他の

要因によっては今後もこの傾向が続くとは限りません。 

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

(3）研究開発活動 

 当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は３百万円であります。 

 これは、プロダクトの開発費用であります。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 25,000,000 

計 25,000,000 

 

②【発行済株式】

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数（株） 

（平成28年６月30日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成28年８月９日） 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 6,886,900 6,886,900 
東京証券取引所 

マザーズ市場 

単元株式数 

100株 

計 6,886,900 6,886,900 － － 

（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成28年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成28年４月１日～ 

平成28年６月30日 

（注） 

5,000 6,886,900 920 550,340 915 585,877 

（注） 新株予約権の行使による増加であります。 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   6,885,200 68,852 － 

単元未満株式 普通株式     1,600 － － 

発行済株式総数 6,886,900 － － 

総株主の議決権 － 68,852 － 

（注） 単元未満株式には、当社所有の自己株式13株が含まれております。 

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 

の割合（％） 

ネットイヤーグループ

株式会社 

東京都中央区銀座二丁

目15番２号 
100 － 100 0.00 

計 － 100 － 100 0.00 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
（平成28年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成28年６月30日） 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,219,810 1,109,752 

受取手形及び売掛金 1,116,419 538,808 

有価証券 50,000 50,000 

仕掛品 219,926 276,654 

原材料及び貯蔵品 1,354 1,094 

繰延税金資産 78,354 95,202 

その他 120,973 194,076 

流動資産合計 2,806,838 2,265,589 

固定資産    

有形固定資産 82,132 78,775 

無形固定資産    

のれん 38,713 34,708 

その他 104,784 106,881 

無形固定資産合計 143,497 141,590 

投資その他の資産    

投資有価証券 26,394 26,506 

敷金及び保証金 108,053 106,903 

繰延税金資産 8,555 8,555 

その他 921 795 

投資その他の資産合計 143,924 142,759 

固定資産合計 369,554 363,125 

資産合計 3,176,393 2,628,714 

負債の部    

流動負債    

買掛金 361,201 185,290 

短期借入金 30,000 － 

1年内返済予定の長期借入金 72,292 55,627 

未払金 129,479 111,920 

未払法人税等 30,449 3,068 

賞与引当金 105,811 71,240 

受注損失引当金 91,396 92,283 

その他 226,053 250,029 

流動負債合計 1,046,683 769,460 

固定負債    

長期借入金 77,067 64,554 

その他 10,321 10,321 

固定負債合計 87,388 74,875 

負債合計 1,134,072 844,335 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
（平成28年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成28年６月30日） 

純資産の部    

株主資本    

資本金 549,420 550,340 

資本剰余金 630,446 631,361 

利益剰余金 842,158 583,100 

自己株式 △23 △78 

株主資本合計 2,022,001 1,764,723 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △91 △221 

その他の包括利益累計額合計 △91 △221 

新株予約権 2,988 2,937 

非支配株主持分 17,423 16,939 

純資産合計 2,042,321 1,784,379 

負債純資産合計 3,176,393 2,628,714 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 1,667,462 1,098,863 

売上原価 1,372,978 1,077,052 

売上総利益 294,484 21,810 

販売費及び一般管理費 271,923 275,347 

営業利益又は営業損失（△） 22,561 △253,536 

営業外収益    

受取利息 244 229 

その他 1,130 875 

営業外収益合計 1,375 1,104 

営業外費用    

支払利息 815 377 

支払手数料 187 313 

その他 425 156 

営業外費用合計 1,428 847 

経常利益又は経常損失（△） 22,508 △253,279 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
22,508 △253,279 

法人税、住民税及び事業税 740 745 

法人税等調整額 35,831 △16,848 

法人税等合計 36,572 △16,103 

四半期純損失（△） △14,064 △237,175 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △1,986 △484 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △12,077 △236,691 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純損失（△） △14,064 △237,175 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △83 △129 

その他の包括利益合計 △83 △129 

四半期包括利益 △14,147 △237,305 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △12,161 △236,821 

非支配株主に係る四半期包括利益 △1,986 △484 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。 

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告

第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及

び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１四半

期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。 

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日） 

減価償却費 17,685千円 18,493千円 

のれんの償却額 4,004 4,004 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日） 

配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 22,274 3.25 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 22,365 3.25 平成28年３月31日 平成28年６月23日 利益剰余金 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日） 

当社グループは、SIPS事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

当社グループは、SIPS事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △1円76銭 △34円39銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円） 
△12,077 △236,691 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円） 
△12,077 △236,691 

普通株式の期中平均株式数（株） 6,853,815 6,883,439 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

金額であるため記載しておりません。 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成28年８月８日
 
ネットイヤーグループ株式会社  

取締役会 御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 中桐  光康  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 下平  貴史  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているネットイヤーグ

ループ株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年４月

１日から平成28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ネットイヤーグループ株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


